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1. は じ  め  に

既存不適格構造物の耐震補強対策は,わ が国の地震防災

上の最大の課題である。しかし,特 に一般住宅などの公的

ではない建物の耐震補強は全然進んでいない。これには,

耐震補強に要する費用の問題,耐 震補強を行うことの煩わ

しさ,地 震被害に対する認識の低さ,一 般の人々にとって

耐震補強の便益が見えにくいなどの要因があると考えられ

る
1).補

強実施の効果を,金 額的な表現などによりわかり

やす く伝えることができれば,補 強効果をイメージしやす

くなるため,耐 震補強に取 り組む人が増えるのではないか

と予想される。

そこで本研究では,耐 震補強の効果を表現するにあたり,

補強効果が発現される対象地震の発生確率を考慮 し,長 期

的に見た耐震補強の費用対効果を評価する手法を提案す

る。また,本 手法を静岡県下の住宅へ適用 し,住 宅の耐震

補強が東海地震に対 して発揮 しうる効果を評価 し,利 用可

能性の高い予知情報の活用方法を検討する。

2.対 象とする長期地震予知情報

一般に地震予知情報は,予 知期間の長さに応 じて直前予

知 ・短期予知 。中期予知 。長期予知 という4種 類に分類さ

れる。本研究では,実 現性の面から他に比べて可能性が高

いと思われる,数 年から数十年以内の地震発生を予測する

長期地震予知情報を対象とする。

本研究は対象地域を静岡県 (面積 7,779 km2,人口 377

万人
の
)と し,対 象地震を東海地震 とする。

・
静岡県を含む

東海地方は,1969年 の地震予知連絡会による特定観測地

域への指定以来,東 海地震の発生の危険′
1生が指摘されてい

る。また 1979年には,大 規模地震対策特別措置法に基づ

き,地 震防災対策強化地域に指定され, 日本で唯一
,警 戒

宣言発令体制を有する地域となっている。地震調査研究推
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図1 東海地震の発生確率

進本部は,強 い地震動に見舞われる確率を情報提供するた

め,全 国的地震動予測地図の作成を目指しており,こ の一

環として,東 海地震が 30年 。50年 。100年以内に発生す

る確率が各々 36.7%,55。9%,84.3%で あるとの試算 を

行っため
(図1)。そこで,今 回は,こ の試算結果を長期地

震予知情報 として利用 し,2000年 から2030年 までを対象

として前述の試算結果の地震発生確率が長期地震予知情報

として公開され,そ の後に木造戸建住宅に対 して耐震補強

対策が実施されるというシナリオを想定する。

3.想 定地震動強度と木造住宅の分布

平成 13年 5月 30日 ,静 岡県は第 3次 地震被害想定
のを

公開した。これによると,東 海地震による静岡県下の地表

最大速度 (PGV)は 図 2の ように推定されている。また,

被害の推計に用いられている 1999年 1月 1日現在の建物

データによると,本 造戸建住宅は県下に846,384棟存在

し,1981年 の新耐震以前に建築された建物は全体の62.8%

を占める.想 定地表地震動 ・建築年代別の本造戸建住宅棟

数 を図 3に 示す。 これ より,面 積的には PGVが 10～

20 kincの地域が最 も広い (図2)も のの,木 造住宅の多 く

確

率

50年以内

55.9%
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図2 静 岡県下のPGV分 布

はPG Vが 3 0～ 3 5  k i n eと予想 される地域に立地 している

(図3)こ とがわかる。

4口耐震補強対策の実施効果の評価方法

(1)地震発生確率を用いた評価方法

耐震補強対策の実施による損失軽減効果を予測する際に

は,予 知情報の対象期間とした2000年から2030年までの

30年 間における対策効果の期待値を算出することにより,

地震発生確率を考慮 した対策効果の数量表現を行 う。30

年間のある時点で地震が発生 した時に発揮される耐震補強

対策による損失軽減額は,無 対策時 ・有対策時の被害額の

差 と復旧費の差の合計額 とする (式1)。この損失軽減額

(式1)と 各年度内に地震が発生する確率を用いて,30年

間での対策効果の期待値,す なわち期待損失軽減額を式

(2)の ように求める。さらに,対 策による費用対効果の期

待値は,式 (3)に示すように,対 策による期待損失軽減

額を対策費用で割ることで算出する。

<あ る時点での地震発生時の損失軽減額>

び=D;―Di tt Rも一Ri・…………………………………・(1)

<対 策による期待損失軽減額>

E(y)=](D:― Di+R:― RI)*Pl:… ………………(2)

<費 用対効果の期待値 >

如 〓響 … … … … … …Ю
ただし,Di:j年 目における有対策時の被害額,

D::無 対策時の被害額,P':j年 目の地震発生確率

Ri:有 対策時の復旧費,罵 :無対策時の復旧費,

C′:対策費 (添 え字のjは,年目の地震発生を示す)

(2)戸 建住宅の補強対策効果の評価の流れ

前述のシナリオの下,静 岡県における個人所有の木造戸

建住宅 1棟 に対 して耐震補強対策を実施 した場合の効果

を,(1)の 評価方法に従って見積 もる。以下に,こ れらの

流れ (図4)を 具体的に記す。

本造戸建住宅の耐震補強対策効果は,住 宅の建築年と予
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想入力地震動により異なる。まず最初に,対 象期間30年

の各年度において,地 震発生時の建物の被害率を予沢1する

(図4の A)。 ここでは住宅の建築年 。構造種別等の建物特

性や予想入力地震動に応 じた建物被害関数を用いて,個 々

の住宅の被害率を算出する.建 物被害関数の作成方法は第

5章 に記す。

次にこの建物被害率を用いて,式 (1)に 従い,対 策実

施による家財と建物の全半壊被害軽減額と復旧費用の軽減

額を足 し合わせた損失軽減額を予測する (図4の B)。 こ

の損失額の予測に用いた諸データを表 1に示す。家屋の全

壊被害額の推計の際には,新 築の本造構造物の資産価値を

15万 円/m2と し,こ の価値が 25年 間で50%に 減価償却さ

れる (年平均約 2.7%)も のとして各建築年の建物の資産

価値 を算出するめ,1家 屋あた りの家財の再調達価格は

1400万 円とし,所 有する家財は減価償却により再調達価

格の半分の価値を有するものとして家財の全半壊被害額を

算出する°.全 壊時の家屋の再建費用には新築の建物資産

価値 を用いる。半壊時の家屋の補修費用は,新 築費用の

1/3と するギ家屋の耐震補強費用は 1.5万円/m2と する→.

最後に,予 測期間30年 間の各年度における地震発生時

の対策による損失軽減額と,各 年度内の地震発生確率を用

いて,式 (2)に よって耐震補強対策による期待損失軽減

額を算出する (図4の C)。 また,式 (3)に したがつて対

策の費用対効果の期待値を算出する。

ど………<各 年度について>… ………… ……

表 1 シ ュミレーション条件一覧表

5.劣 化現象を考慮 した建物被害関数

ここでは,住 宅の被害率の算出に用いた建物被害関数の

作成方法と得られた関数について述べる。

耐震補強対策の効果を長期的に見るには,構 造物の劣化

現象を考慮に入れる必要がある。精度の高い既存の被害関

数の一つとして兵庫県南部地震の被害分析に基づ く村尾 。

山崎の被害関数
のがあるが,こ の関数は建築基準法の改

訂年 (1971,1981)等 を境 とする建築年代区分ごとの関数

であるため,年 代区分内での建物強度の差が評価されてい

ない。よって本研究では,兵 庫県南部地震における神戸市

灘区の 1棟 ごとの建物被害データ (全建物 30,544棟,本

造建物 22,710棟)を 構造 ・建築年別に整理 し,こ れにタ

イムウィンドウをかけて被害率を算出することにより,建

築年,地 震動強度 (ここでは地表最大速度,PGV),被 害

率を3軸 に持つ建物被害関数の3次元曲面を作成 した。

図5は タイムウインドウの年数幅を5年 とした時の全壊

率曲面である。この曲面の作成により,経 年による劣化や

建築基準法改正の被害率への影響を調べることができる。

図 5の 下半分のグラフ (a)は ,曲 面を成す 1本 1本 の被

害率曲線を作成する際に用いたタイムウィンドウ内の建物

棟数であり,グ ラフ (b)は 各被害関数を得る際の相関係

数である。図5よ り,新 しい建物ほど全壊率曲面が低下す

ることから,耐 震1生が高まっていると言える。また 1950

年の建築基準法制定,お よび 1981年の新耐震設計法の実

、1941
0.6
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図4 評 価の流れ
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ヽ

分 類 項 目 価格

家屋 木造新築の建物資産価値切 15F円 /m2

耐震補強費用動 15万 円/m2

家財 家財保有額 (再調達価格)り 140噺 円
1931  1941  1951  1961  1971  1981  1991

図5 全 壊率局面
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施以降には曲面上に不連続面が見 られること (図5中 の矢

印),戦 時中は新規建築数が減少 し (図5の a),関数の相関

係数が低下する (図5の b)た め曲面に凸凹が見 られるこ

となどがわかる。

2000年から2030年までの各年度における,地 震発生時

の建物被害率の算出 (図4の A)に あたっては,経 年劣化

に由来する建物強度の低下現象を,被 害率曲面を経過年数

分ずらした曲面を用いることにより表現する。この際,戦

時中の被害率曲線は,こ の期間に建築された建物数が他の

期間に比べて著 しく少ないことを主因として相関係数が

0.5を下回り (図5の b),曲 面に著 しい凸凹が存在 したた

め,周 辺年のデータを用いてデータの補完を行った (図6).

なお,耐 震補強を行った建物は現行基準による構造物と同

等の強度を有するものと仮定した。

6.静 岡県下の住宅の耐震補強効果の評価結果

(1)試算結果の地震発生確率を用いる場合

静岡県下の住宅への耐震補強対策の効果を評価 した結果

を以下に述べる。ここでは,文 献 3)の 試算結果に従い,

2000年から2030年までの30年間に地震が発生する確率を

36.7%と した場合 について説明する.1960年 ,1975年 ,

1985年に建築された木造住宅を2000年に耐震補強 した場

合の費用対効果の期待値は,住 宅の所在地のPGVに 応 じ

て表 2の ようになった。費用対効果の期待値が 1.0を下回

るケースでは,こ の地震発生確率の場合には耐震補強を実

施する効果が低いと考えられる。この表から,建 築年が古

いほど,大 きなPGVが 予想 される地域に建つ住宅ほど,

耐震補強を実施 した際の費用対効果の期待値が大きく,対

策実施のメリットが大きいことがわかる.特 に,新 耐震設

計法の施行前に建築された 1960年建築の住宅では効果が

高いと言える。

(2)予知情報の変化を考慮する場合

(1)の 評価は文献 3)の 地震発生確率の場合のみの評価

である。しか し更に,地 震発生確率が試算値前後である場

合や予知情報公表後に地震発生の切迫性が変化する場合に

ついても,事 前に補強実施の効果を把握することが有用で

ある。

そこで次に,地 震予知の対象期間と予知情報の精度に応

じて耐震補強の費用対効果の期待値がどのように変化する

かを検討 した。図 7は ,2000年 に耐震補強を行った場合

に,地 震予知の対象期間と地震発生確率に応 じて耐震補強

の費用対効果の期待値がどのように変化するかを,等 高線

グラフを用いて表現 している。この図上で,地 震予知の対

象期間を示す横軸が30,地 震発生確率を示す縦軸が36.7%

のポイント (図7上 の十印)の 費用対効果の期待値は,表

1991

図6 デ ータ補完後の全壊率曲面

表2 費 用軽減額算出に用いた諸データ

地
震
発
生
確
率

露

図7 費用対効果の期待値の変化

2の値に一致する。試算値 (図7上 の十印)周 辺の費用対効

果の期待値を参考にすることにより,地 震予知情報が変化

した場合についても耐震補強のメリットを定量的に考える

ことが可能となる.

住宅ごとの建築年と想定入力地震動に応 じて同様の図を

作成 し提示することにより,住 宅所有者は自らの住宅に対

する耐震補強の実施効果を把握することができる.こ れに

より,住 宅所有者は,地 震予知情報の対象期間と情報の精

度に応じて,ど の時点で自分が耐震補強を実施すべきかを

<デ ータ補完後>

建築年
PGV(kine)

10 20 30 40 50

1960 0.23 1.18 2.56 4.34 6.28

1975 0.09 0.72 1.85 3.26 4.75

1985 0.04 0,30 0.72 1.23 1.80

1975年建築
００
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合理的に検討することができる。また,耐 震補強実施によ

り期待される費用対効果を住宅所有者自身が視覚的に把握

することができるため,補 強効果を容易にイメージするこ

とが可能となる。

ア.お わ り に

本研究では,地 震の発生確率を考慮 して耐震補強の費用

対効果を評価する手法を提案するとともに。静岡県下の住

宅への耐震補強対策が東海地震に対 して発揮する効果を評

価 し,本 評価手法が既存不適格構造物の耐震化促進に効果

的に活用できる可能性を示 した。

この手法は,各 住宅所有者の耐震補強効果に対する理解

を促進 し,耐 震補強の実施時期を検討する際の大きな手助

けになると考えられる。今後は,県 下の住宅所有者に対 し

評価結果に関する意識調査を行い,よ り実践的な情報の活

用方法を検討 したい。またこの評価は,建 物が構造種別 ・

建築年別の平均的な強度を有するとの仮定に立っているた

め,個 々の建物のさらに詳細な強度特性を考慮 した評価を

検討する予定である.

(2001年9月 11日受理)

本研究で用いた静岡県下の地震動データ,建 物データは,

静岡県第 3次 被害想定のデータを使わせていただいた。記

して深謝の意 を表する。
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